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（１）「院生常識」が通用しない大学院生との出会い
　徳島大学に勤めている。徳島大学には、5つの学部（総合科学部、工学部、医学部、歯学部、薬学部）があり、そのうち、総合科学部にのみ、社会科学を専門とする教員が存在している。そして、この総合科学部部分にのみ、博士後期課程を持った大学院がなかった。けれども、一昨年（２００９年）４月に、学部の学科編成とともに大学院が改組され、博士後期課程（定員４名）が設置された。徳島大学としては待望の全学的な「大学院大学化」がなったのである。博士後期課程を担当している社会学スタッフは、上野加代子教授と私の2人だけだが、幸いなことに、多くの受験生・入学生に恵まれ、2009年度・2010年度の両年度入学者を合わせると、合計7人の院生が、医療社会学や福祉社会学の博論を書くべく研究に邁進している（注１）。
　ところが、彼らの指導を始めてみると、驚くことが日々生起した。簡単にいって、大学院生が当然持っていると教員が普通なら想定する「院生常識」が通用しない、のである。たとえば、博士の課程修了要件として、我々の専攻には、査読誌への論文掲載義務がある。「それをクリアするよう計画を立てて」と指導すると、院生は、「新規に日本社会学会に入って、今入っている実践職業系の学会を辞める」、と言いだすのである。「なぜそんな判断をするのか」、と問うと「現在入っている実践職業系の専門分野の学会の雑誌は、年２回刊行だが、『社会学評論』（日本社会学会の機関誌）は、年４回刊行だから、そちらの方が載りやすいだろうと考えた」と答えるのである。「ちょっとまて。はやまるな。年間刊行回数が多い方が掲載されやすいという推論はなりたたない」と言おうとして、はたと困った。そのような説得をしようとした時に依拠すべき難易度等に関する「常識」が、そもそも共有されていないから、最初のような主張が出てくるのである。説得ではなく、まずは、情報提供が必要に思われた。しかし、どんな情報をどんなふうに提供したらよいのだろうか？
（２）新興・弱小の社会科学系大学院の現状と未来をどう考えるか
　じつは、このエピソードは、日本保健医療社会学会の関西地区での定例研究会で昨秋紹介したエピソードである。冒頭述べたような事例から、「院生常識」が通用しない大学院生に、どんな情報をどんなふうに提供したらよいのか、という問題を考えていて、結局この問題は、「学会のあり方」にも影響を与える構造的な問題であると考えるようになった。それで自分が理事をしている学会の「若手支援企画」として「論文投稿支援のために―論文審査の実際と査読コメントの読み方―」という名称の研究集会を開催した。
　構造的な事実としてとらえたのは、以下の二つの内容である。まず一つ目は、（ア）「大学院間格差」の構造である。ついで、二つ目は（イ）「社会の変容と学会の機能の変容」の構造連関である。これらは、いずれも、社会科学系学会の新機能に関わる問題であると思われた。
　（ア）大学院間格差という構造的問題
　徳島大学のような地方大学の大学院には、老舗の研究大学の大学院にあるような院生文化の伝統がない。どの雑誌がどのような傾向の論文をどれぐらいの確率で載せてくれるのか。投稿する際には、どのような判断基準で雑誌を選ぶべきなのか。これらのことは、単に言い伝えとして伝承されているだけではなく、古参の院生のなかには事情通のものがいて、「結論的評価」に、さらに「エピソード」を付加して後輩に伝えてくれる。たとえば、「A先輩は、Bという雑誌に、C学派の立場からの投稿をしたけれども、けんもほろろな査読結果がもどってきて、怒っていた。C学派は、B誌には載らない」とか、「D先輩は、Eという雑誌にとてもよい論文原稿を書いて送ったのだけれども、新人だからだろう、無理矢理“研究ノート”にさせられていた。論文が必要なら、E誌はだめだ」とか、という形にして伝えてくれるのである。教師単独の助言では不足する「リアリティ」が、「エピソード込みの院生文化的伝承」の中には存在している。徳島大学の社会科学系大学院生は、新興大学院であるがゆえに、このような伝承を伝える先輩がいない格差（縦の格差）と、小さい大学院であるがゆえに、院生仲間が少なく、学内外の小研究会経由の類似情報にも接しにくいという格差（横の格差）を、生きさせられている。他の国立大学と同じ学費をはらっているのに、このような縦・横ともに存在する格差を生きているのである。
　（イ）社会の変容と学会の機能の変容の構造連関
　「院生常識」を生み出せばいいではないか、とか、「院生文化」は次第に形成されるだろう、とかということも考えた。そう考えて、若手研究者達に助けてもらうことにした。信州大学の井口高志氏には「論文の書き方」をテーマとした講演会の講師に来徳してもらったし、奈良女子大学の中塚朋子氏や京都大学の木下衆氏には、本学の大学院生といっしょに「論文仕分け会」という（査読誌既掲載論文に対する）模擬査読イベントに参加してもらった。
　けれども、疑問が残った。新興大学が老舗大学のまねをするだけでは、結局格差は温存されてしまうのではないか。同じ軸の上を走ろうとすることは間違っているのではないか。徳島大学のような新興大学には、新興大学なりの伝統の作り方があるのではないか。そもそも、徳島大学の我々が属している大学院は、「総合科学教育部」という学際志向を強く持った大学院なのだから、その学際性にみあった研究教育体制の作り方があるのではないか。そのように思われたのである。
　その結果、以下のような結論にいたった。まず社会の変容から考えた。「現代社会は複雑性を増大させており、したがって、現代の社会問題を考える大学院としては、個別ディシプリンに依拠する大学院だけではなく、学際的大学院も必要となる」ということを前提においた。そして、「そのような学際的大学院には、従来型の院生文化は育みようがない。多様な出自の多様な専門性をもった大学院生が、さらにしばしば昼の職業をもって通ってくる。院生の同質性と専門性を前提とした、自然発生的な旧来型の“院生文化”ではなく、院生の異質性と学際性を前提とした“キャリア形成援助科学”を教師が先導してつくっていくべきだ。“院生文化”を前提としてしまえば、不利な条件にみえる新興大学の異質性と学際性は、“キャリア形成援助科学”を前提とするならば、キャリア形成ルートの多様性がもたらされるため、むしろ有利な条件に転化するだろう」、という結論に至ったのである。そして、この“キャリア形成援助科学”は、（社会科学系）諸学会によって担われるべきだろうように思われた。そういう経緯で、この節の冒頭に記したような学会主催の研究会が開催されるに至ったのである。
（３）“キャリア形成援助科学”のために、および、学会に期待される新機能について
　“キャリア形成援助科学”の概要として、どのようなことが考えられるだろうか。そして、その成立要件は何だろうか。
　まず、研究職のキャリア形成で援助を科学化できるパートを院生の成長段階別に考えよう。①大学院選択支援、②論文執筆支援・投稿支援、③研究費獲得支援、④人事公募応募支援、あたりが、ポイントになるのではないだろうか。これらのうち、①の大学院選択支援は、学会が口を出しにくい部分なので、置いておくとすると、残りの３ポイントが、学会のイニシアチブの下で科学化を進めるべき部分となる。この３つのポイントのそれぞれについて、まずは、必要な情報開示を進めること（科学化の前提だろう）、ついで、公開された情報をもとに様々な推論の仕方・考察の仕方を相互に批判的に吟味しあうことができる議論の「アリーナ」を設定すること、この２点が具体的な遂行課題となるだろう。
　日本保健医療社会学会の研究活動担当として、上記のように考え、３連続研究会を企画した。すなわち、上の３ポイントに対応させて、院生の「投稿戦略」「研究費獲得戦略」「身分獲得戦略」をそれぞれ支援する研究会として、2010年９月に「論文作成支援のために」を、2011年３月に「研究費申請と獲得の実際」を開催し、2011年５月には、「キャリアデザインの重要性」を開催することとした。さらに、情報開示を促進するために、論文査読プロセスの公開を諸学会に働きかけ、いくつかの学会からはＷＥＢ上への情報開示というご反応を頂いた（注２）。
　これらの活動の結果、以下のような議論が可能になり始めている。「『社会学評論』では、最初の投稿で論文を総合A評価（即時掲載許可）する確率は５％程度しかないのに対して、『年報社会学論集』（関東社会学会機関誌）では、３ヶ月以内に総投稿本数の約５０％が掲載を許可される。したがって、掲載を急ぐ場合、『社会学評論』は第一選択ではない」とか、「複数査読者による判定割れの場合、編集委員会が最終判定を下す学会と、第３査読者を立てて検討をする学会が存在している。論争的な論文を投稿する場合には、編集委員会委員の構成を見て、投稿先を決める、という戦略の取り方があり得る」というような議論である。さらに情報開示がすすめば（たとえば、掲載までの平均再査読回数の情報などの開示がすすめば）、老舗大学以外に所属している大学院生にも、十分な投稿戦略を練る環境が得られることになるだろう。「研究費獲得戦略」においても、３月の研究会の席上において「少なくとも社会学では、科研費の獲得において、欧文論文の執筆歴が必須というようなことはない」とか、「第一次審査の審査員構成はほぼ半舷上陸方式で入れ替わる」とか、「３年続けて応募すれば獲得できるというのは、都市伝説である」とか「費目内の複数の第一次審査チームへの各応募課題の割り振りは、キーワードによってなされている」というような重要な情報開示が行われた。その結果「無理をして欧文論文のある分担研究者を迎える必要はないだろう」とか「キーワードとして書く文言は、自分の論文での批判対象を選ぶべきではないだろう」というような推論が可能になってきている（注３）。
　しかし、“キャリア形成援助科学”を構想し始めて気がついたのは、この議論の射程は、院生支援にとどまるものではない、ということだ。社会の専門家支配の増大と科学技術の巨大化にともなって、市民と科学をつなぐ「科学ジャーナリズム」の存在意義が増している。つまり、市民がどのように科学をコントロールするのか、という問題の重要性が増しているのだが、それに関連して、研究者と研究世界を繋ぐ「科学者ジャーナリズム」の存在意義も増しているように思われてきたのだ。「科学者は科学者世界をどう理解していったらよいのか」。あるいは、「どうコントロールしていったらよいのか」という問題にも、十分な重要性がある、ということが見えてきたのだ。すなわち、科学ジャーナリズムの一部としての、「科学者ジャーナリズム」の形成必要性が見えてきたのである（注４）。どのような論文をどのようなシステムで査読していくべきなのか。どのような研究費申請をどのようなシステムで評価・採択していくべきなのか。これらのことに関する「科学者ジャーナリズム」の発展を促すものとして、若手研究者の“キャリア形成援助科学”は構想されるべきだろう。そのように考えるならば、その新しい科学の担い手として各「学会」の責任が重いということはいうまでもない。
（注１）徳島大学大学院総合科学教育部については、その概要がhttp://www.tokushima-u.ac.jp/article/0010894.html（閲覧日2011.03.24、以下同じ）で公開されている。
（注　２）３回の研究会については、日本保健医療社会学会公式WEBサイトほかで情報公開がなされている。また、各学会機関誌に関しても、それぞれの学会のWEBサイトで情報公開がなされている。例えば、関東社会学会の場合は、http://wwwsoc.nii.ac.jp/kss/annual_report/exam.pdfにおいて、日本保健医療社会学会の場合は、http://square.umin.ac.jp/medsocio/box/pdf/chart.pdfにおいて、審査用紙の書式まで公開されており、審査のプロセスが一目瞭然である。
（注３）とはいえ、科学研究費の情報開示はいまだ不十分である。学問間の無用な争いを避ける意図があるのかもしれないが、採択件数の年間総数は、研究分野の細目水準（例：社会学）まで公表されているのに対し、配分額の年間総額は、研究分野の分野名水準（例：社会科学）までしか公表されていない。「科学者ジャーナリズム」の形成を目指した作業の一貫として、樫田は、細目水準での配分額集計を開始している。http://web.ias.tokushima-u.ac.jp/social/kasida/ronbun/syakai-hyoron.html　、をみよ。
（注４）研究者世界がどのように変わって来ているのかという問題は、もちろん、科学技術社会論の主要なテーマである。したがって、上山隆弘（2010）、藤垣裕子（2003）などを参考にしたが、若手支援との関連という論点は新しいのではないか、と思っている。
　なお、日本の学的世界の動向と社会学の未来との関係については、樫田（2010）でも触れている。そこでは、十分に論じることができなかったが、アメリカに端を発した「大学という空間の商業化と市場化」（上山2010：40）は、重要な論点であろう。それは、日本では、学的世界における文系的なもののプレゼンスの減少として現れているように思われる。たとえば、1970年の国立大学の学長が医師であった比率は、一三・二％であったが、2010年には、２５.６％に上昇した。逆に、いわゆる文系分野を専門とする学長は、同時期に、三一・六％から２２.１％に減少している（注3言及のサイトと同一サイトで提示中）。さらに文理とも研究プロセス全体が、大学所有資産の維持増進につながっているかどうかという観点から監視をうけるようにもなってきている。本稿では触れることができなかったこれらの点についても、社会科学系の学会が、学会活動として議論をしていくべきだろうと思っている。
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